
宮　崎　県　公　報 令和 元 年 ６ 月 20 日（木曜日）　第 14 号

発　　行 宮 崎 県
印　　刷

発　行　定　日　毎週月・木曜日
購読料（送料共）　1 年  41,700 円

宮 崎 市 旭 １ 丁 目 ６ 番 2 5 号 　 
K・P クリエイションズ株式会社

令和元年６月20日（木曜日）　第 14 号

─ 1 ─

○道路の区域の変更…………………………………（道路保全課）５
○建築基準法に基づく道路の位置の指定…………（建築住宅課）５
　　　公　　　告
○公文書開示等の状況……………………………………（総務課）５
○個人情報保護制度の運用状況…………………………（　〃　）７
○土地改良区の役員の就任の届出…………………（農村整備課）８
○土地改良区の役員の就退任の届出（８件）……（　　〃　　）９
○土地改良区の定款変更の認可（３件）…………（　　〃　　）13
○県営土地改良事業計画の策定……………………（　　〃　　）13
○基本測量の実施の通知…………………………………（管理課）13
○公共測量の実施の通知…………………………………（　〃　）13
　　　公安委員会告示
○特別遊泳場の指定……………………………………………………13
　　　雑　　　報
○宮崎県市町村職員共済組合の平成30年度決算の
　要旨……………………………………………………………………15
　　　正　　　誤
○令和元年６月３日付け県公報（第９号）目次中…………………16

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○口頭により開示請求をすることができる保有個
　人情報……………………………………………………（総務課）１
○歳入の徴収の事務の委託…………………………（財産総合管理課）２
○救急病院の認定……………………………………（医療薬務課）３
○森林病害虫等防除法に基づく駆除命令（伐倒駆
　除等）………………………………………………（自然環境課）３
○森林病害虫等防除法に基づく駆除命令（移動制
　限・禁止）…………………………………………（　　〃　　）３
○森林病害虫等防除法に基づく特別伐倒駆除命令…（　　〃　　）４
○民有林の保安林の指定……………………………（　　〃　　）４
○保安林の指定予定の通知…………………………（　　〃　　）４
○農業振興地域の変更………………………………（農村計画課）４
○漁業災害補償法に基づく区域及び区分の指定の
　一部改正……………………………………………（水産政策課）５

告　　　　　示

宮崎県告示第85号
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）第26条第
１項の規定により、口頭により開示請求をすることができる保有個
人情報を次のとおり定めた。
　なお、口頭により開示請求をすることができる保有個人情報（平
成29年宮崎県告示第 376号）は、廃止する。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

口頭により開示請求をすることができる保有個人情報の内容 口頭により開示請求を
することができる期間

口頭により開示請求を
することができる場所試験等の名称 開示する内容

県職員選考採用試験 試験種目別得点及び総合順位 合格発表の日から起算
して６月間

総務部人事課

准看護師試験 科目別得点及び総合得点 合格発表の日から起算
して１月間

福祉保健部医療薬務課

毒物劇物取扱者試験 同　上 同　上 同　上

登録販売者試験 同　上 同　上 同　上

調理師試験 同　上 同　上 福祉保健部衛生管理課
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ふぐ処理師試験 同　上 同　上 同　上

宮崎県製菓衛生師試験 同　上 同　上 同　上

クリーニング師試験 同　上 同　上 同　上

狩猟免許試験 知識試験の得点 試験当日午後 各試験会場

最終合格発表の日から
起算して１月間

環境森林部自然環境課
、西臼杵支庁林務課及
び各農林振興局林務課

技能試験の減点 同　上 同　上

林業架線作業主任者免許講習修了試験 科目別得点 合格発表の日から起算
して１月間

宮崎県林業技術センタ
ー

砂利採取業務主任者試験 科目別得点及び総合得点 同　上 商工観光労働部企業振
興課

採石業務管理者試験 同　上 同　上 同　上

技能検定試験 科目別得点 同　上 商工観光労働部雇用労
働政策課

職業訓練指導員試験 同　上 同　上 同　上

県立産業技術専門校訓練生選考試験 学科試験の科目別得点 同　上 受験した県立産業技術
専門校又は県立産業技
術専門校高鍋校

宮崎県農薬管理指導士認定試験 科目別得点及び総合得点 合否通知を発送した日
から起算して１月間

農政水産部農業経営支
援課

県立農業大学校入学試験 総合得点 合格発表の日から起算
して１月間

県立農業大学校

家畜人工授精に関する講習会選考試験 総合得点及び順位 同　上 農政水産部畜産新生推
進局家畜防疫対策課

家畜人工授精に関する講習会修業試験 科目別得点及び総合得点 同　上 同　上

家畜体内受精卵移植に関する講習会選考
試験

総合得点及び順位 同　上 同　上

家畜体内受精卵移植に関する講習会修業
試験

科目別得点及び総合得点 同　上 同　上

県立高等水産研修所入所試験 筆記試験の得点及び総合順位 同　上 県立高等水産研修所

宮崎県産業開発青年隊入隊試験 一般選考試験又は推薦選考試験における
総合評価点及び順位

同　上 宮崎県建設技術センタ
ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 宮崎県告示第86号
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　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 158条第１項の規定
により、歳入の徴収の事務を次のとおり委託した。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

委託した徴収事務 委　　託　　先 委　託　期　間

宮崎県東京職員寮の
利用料金

ジャパンプロテ
クション株式会
社

平成31年４月１日から
令和２年３月31日まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第87号
　次の医療機関を、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第
８号）第１条第１項に規定する救急病院等と認定した。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　名称及び所在地

名　　　　　称 所　　　　在　　　　地

海老原総合病院 児湯郡高鍋町大字上江 207番地

２　救急病院等の認定の有効期間
　　令和元年７月６日から令和４年７月５日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第88号
　森林病害虫等防除法（昭和25年法律第53号）第５条第１項の規定
により、次のとおり森林病害虫等の駆除を命ずるので、同条第４項
において準用する同法第３条第５項の規定により、当該命令に係る
事項を次のように公表する。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　区域及び期間
　⑴　区域
　　　県内一円
　⑵　期間
　　　令和元年10月１日から令和２年５月20日まで
２　森林病害虫等の種類
　　松くい虫
３　行うべき措置の内容
　⑴　松くい虫の付着している樹木を所有し、又は管理する者は、
　　当該樹木を伐倒して薬剤を散布するか、又は当該樹木を伐倒し
　　てはく皮し、並びに松くい虫並びにその付着している枝条及び
　　樹皮を焼却すること。
　⑵　松の伐採跡地であって、松くい虫が付着し、又は付着するお
　　それがある根株の存するものを所有し、又は管理する者は、当
　　該伐採跡地に存する当該根株並びに松くい虫並びにその付着し
　　ている枝条及び樹皮に薬剤を散布するか、又は当該根株をはく
　　皮し、並びに松くい虫並びにその付着している枝条及び樹皮を
　　焼却すること。
　⑶　松くい虫が付着し、又は付着するおそれがある伐採木等（伐
　　採された樹木その他土地から分離した樹木の幹及び枝条（用材
　　及び薪炭材であるものを含む。）をいう。以下同じ。）を所有

　　し、又は管理する者は、当該伐採木等に薬剤を散布するか、又
　　は当該伐採木等をはく皮し、並びに松くい虫が付着している場
　　合には当該松くい虫並びにその付着している枝条及び樹皮を焼
　　却すること。
４　命令をしようとする理由
　　１⑴に掲げる区域において松くい虫による被害が発生しており
　、３に掲げる処置を行わなければ松くい虫による被害が異常にま
　ん延し、当該区域及びその周辺の松林に重大な被害を与えるおそ
　れがあるため。
５　その他必要な事項
　⑴　３に掲げる措置について、薬剤を使用する場合は、森林害虫
　　防除員の指示に従うこと。
　⑵　３に掲げる措置を１⑵に定める期間内に行った者又はその代
　　理人は、松くい虫駆除実施届出書を、速やかに３に掲げる樹木
　　の伐採跡地又は伐採木等の所在する市町村の長を経由して、当
　　該市町村の区域を管轄する西臼杵支庁又は農林振興局の長に提
　　出しなければならない。
　⑶　西臼杵支庁又は農林振興局の長は、松くい虫駆除実施届出書
　　の提出を受けたときは、その届出者が３に掲げる措置を行った
　　ことを確認して、損失補償金を交付する。
　⑷　知事は、３に掲げる樹木の伐採跡地又は伐採木等を所有し、
　　又は管理する者が、１⑵に定める期間内に３に掲げる措置を行
　　わないとき、行っても十分でないとき、又は行う見込みがない
　　ときは、当該措置の全部又は一部を行うことがある。
　⑸　知事は、⑷の措置を行った場合において、その費用の額が、
　　３に掲げる措置を行うべき者が自らその措置の全部又は一部を
　　行ったとした場合に、その者が受けることとなるべき補償の額
　　を超えるときは、その超える部分の額に相当する額をその者か
　　ら徴収することがある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第89号
　森林病害虫等防除法（昭和25年法律第53号）第５条第１項の規定
により、次のとおり森林病害虫等の駆除を命ずるので、同条第４項
において準用する同法第３条第５項の規定により、当該命令に係る
事項を次のように公表する。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　区域及び期間
　⑴　区域
　　　県内一円
　⑵　期間
　　　令和元年10月１日から令和２年９月30日まで
２　森林病害虫等の種類
　　松くい虫
３　行うべき措置の内容
　　１⑴に掲げる区域に存する松くい虫が付着している伐採木等（
　伐採された樹木その他土地から分離した樹木の幹及び枝条（用材
　及び薪炭材であるものを含む。）をいう。以下同じ。）は、松く
　い虫を駆除した後でなければ移動させてはならない。
４　命令をしようとする理由
　　松くい虫の付着した伐採木等を移動することにより、当該伐採
　木等が感染源となって松くい虫による被害が一層拡大するおそれ
　があるため。
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宮崎県告示第90号
　森林病害虫等防除法（昭和25年法律第53号）第５条第２項の規定
により、次のとおり特別伐倒駆除を命ずるので、同条第４項におい
て準用する同法第３条第５項の規定により、当該命令に係る事項を
次のように公表する。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　区域及び期間
　⑴　区域
　　　宮崎市、延岡市、日南市、日向市、串間市、高鍋町、新富町
　　及び門川町の区域内に存する松林の区域のうち次のとおりとす
　　る。
　　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森
　　林部自然環境課並びに宮崎市、延岡市、日南市、日向市及び串
　　間市の市役所並びに高鍋町、新富町及び門川町の役場に備え置
　　いて縦覧に供する。）
　⑵　期間
　　　令和元年10月１日から令和２年５月20日まで
２　森林病害虫等の種類
　　松くい虫
３　行うべき措置の内容
　　松くい虫の付着している松の樹木の存する松林を所有し、又は
　管理する者は、当該松の樹木を伐倒して破砕するか、又は当該松
　の樹木を伐倒して焼却（炭化を含む。）すること。
４　命令をしようとする理由
　　１⑴に掲げる区域において松くい虫による被害が発生しており
　、３に掲げる措置を行わなければ松くい虫による被害が異常にま
　ん延し、当該区域及びその周辺の松林に重大な被害を与えるおそ
　れがあるため。
５　その他必要な事項
　⑴　３に掲げる措置については、森林害虫防除員の指示に従うこ
　　と。
　⑵　３に掲げる措置のうち、破砕を行う場合は、破砕後の木片の
　　厚さが６ミリメートル（木材チッパーにより破砕する場合にあ
　　っては、15ミリメートル）以下となるように破砕を行うこと。
　⑶　３に掲げる措置を１⑵に定める期間内に行った者又はその代
　　理人は、特別伐倒駆除実施届出書を速やかに、３に掲げる松林
　　の所在する市町村の長を経由して、当該市町村の区域を管轄す
　　る農林振興局の長に提出しなければならない。
　⑷　農林振興局の長は、特別伐倒駆除実施届出書の提出を受けた
　　ときは、その届出者が３に掲げる措置を行ったことを確認して
　　、損失補償金を交付する。
　⑸　知事は、３に掲げる松林を所有し、又は管理する者が、１⑵
　　に定める期間内に３に掲げる措置を行わないとき、行っても十
　　分でないとき、又は行う見込みがないときは、当該措置の全部
　　又は一部を行うことがある。
　⑹　知事は、⑸の措置を行った場合において、その費用の額が、
　　３に掲げる措置を行うべき者が自らその措置の全部又は一部を
　　行ったとした場合に、その者が受けることとなるべき補償の額
　　を超えるときは、その超える部分の額に相当する額をその者か
　　ら徴収することがある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第91号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　民有林の保安林の所在場所　日南市北郷町郷之原字稲荷免甲35
　46、甲3549－２、甲3579
２　指定の目的　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は択伐による。
　　　　字稲荷免甲3546・甲3579（次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び
　に日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第92号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　えびの市大字末永字天宮2442－６
　、2442－18から2442－20まで、2444－２、2444－５、2444－６、
　2445－17、字馬渡3336－24（次の図に示す部分に限る。）、3336
　－３、3336－４
２　指定の目的　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は択伐による。
　　　　字天宮2442－18から2442－20まで・2444－２（以上４筆に
　　　ついて次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種　
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び西諸県農林振興局並び
　にえびの市役所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第93号
　昭和46年宮崎県告示第1128号の２で指定した宮崎市の区域に係る
農業振興地域を次の図面のとおり変更する。
　「次の図面」は、省略し、その図面を宮崎県農政水産部農村計画
課及び宮崎県中部農林振興局に備え置いて縦覧に供する。
　　令和元年６月20日
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宮崎県告示第94号
　漁業災害補償法に基づく区域及び区分の指定（平成14年宮崎県告示第 427号）の一部を次のように改正し、公表の日から適用する。
　なお、同日前に責任期間が始まる共済契約については、なお従前の例による。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

加入区
の名称

区　　　域 区　　　　　　　　分

　［略］
日南市
第三加
入区

　［略］ １　小型まぐろ漁業

２　［略］
３　小型漁船漁業

　［略］

加入区
の名称

区　　　域 区　　　　　　　　分

　［略］
日南市
第三加
入区

　［略］ １　小型はえ縄等漁業及び小型ま
　ぐろ漁業
２　［略］
３　小型漁船漁業であって１に掲
　げる漁業以外のもの

　［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第95号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和元年６月20日から同年７月４日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第96号
　建築基準法（昭和25年法律第 201号）第42条第１項第５号の規定
により、次のとおり道路の位置を指定した。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

国道 388号 東臼杵郡美
郷町南郷水
清谷字赤木
1667番４地
先から同郡
同町南郷水
清谷同字16
67番５まで

旧 10�5～
13�4

21�0

新 12�4～
27�5

21�0

指定
番号

申請者
氏　名

位　　　　置
道路の概要
�メートル�

指　定
年月日

幅員 延長

�西都�
2019−
２

大平産業
株式会社
代表取締
役平岩直

西都市大字右松字
下鶴1967番４

6�00
～
6�01

30�53 令和元
年６月
５日

樹

公　　　　　告

　宮崎県情報公開条例（平成11年宮崎県条例第36号）第26条の規定
により、平成30年度における各実施機関の公文書の開示等の状況を
次のとおり公表する。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　公文書の開示請求の処理状況　　　　　　　　　（件）

請求書
受　付
件　数

決　定　等　の　内　訳
合　計

開示
部分
開示

不開
示

不存
在

却下 取下げ

4,026 3,909 101 16 46 0 87 4,159

　（注１）１件の開示請求につき、当該請求の内容により複数の公
　　　　文書が対象となり、それぞれの公文書について決定が行わ
　　　　れた例があるため、請求書受付件数と決定等の内訳の合計
　　　　は一致しない。
　（注２）決定等の内訳の不存在とは、公文書の不存在を理由に不
　　　　開示の決定を行ったものをいう。
２　請求者の状況　　　　　　　　　　　　　　　（件）

　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　分 個　人 法人その他の団体 計

県　内 346 3,106 3,452

県　外 294 280 574

計 640 3,386 4,026

３　公文書の開示請求に対する実施機関別の処理状況（件）
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実施機関
決　定
等　の
件　数

決　定　等　の　内　訳

開

示

部
分
開
示

不
開
示

不
存
在

却

下

取
下
げ

知

事

総合政策部 23 ９ ９ ２ １ ０ ２

総 務 部 60 44 ４ ２ ７ ０ ３

福祉保健部 174 138 18 １ ５ ０ 12

環境森林部 173 154 ７ １ ９ ０ ２

商 工 観 光
労 働 部

25 16 ９ ０ ０ ０ ０

農政水産部 492 472 ８ １ ３ ０ ８

県土整備部 2,716 2,638 21 ５ 10 ０ 42

関係部�共管 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

会計管理局 ５ ４ １ ０ ０ ０ ０

　小　計　 3,668 3,475 77 12 35 ０ 69

教 育 委 員 会 61 36 11 ３ ６ ０ ５

選挙管理委員会 ４ ２ １ ０ １ ０ ０

人 事 委 員 会 ４ １ １ ０ ２ ０ ０

監 査 委 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

公 安 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

警 察 本 部 長 201 189 ７ １ ２ ０ ２

労 働 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

収 用 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

海 区 漁 業
調 整 委 員 会

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

内 水 面 漁 場
管 理 委 員 会

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

公営企業管理者 58 57 １ ０ ０ ０ ０

病院事業管理者 147 133 ３ ０ ０ ０ 11

地方独立行政法人 １ １ ０ ０ ０ ０ ０

地 方 二 公 社 15 15 ０ ０ ０ ０ ０

合 　 　 計 4,159 3,909 101 16 46 ０ 87

４　審査請求の件数
　　４件
５　審査請求の処理状況

審査請求の案件

実
施
機
関

審
査
請
求
年
月
日

公文書開示
審　査　会

審査請求
に対する
裁決等

諮
問
年
月
日

答
申
年
月
日

答
申
の
内
容

裁
決
等
年
月
日

裁
決
等
の
内
容

知事（人事課）に対し
てされた公文書開示請
求に係る不作為に対す
る審査請求

知
事
　
　

平
成
30
年
４
月
15
日

－ － －

平
成
30
年
８
月
20
日

取
下
げ

知事（人事課）に対し
てされた公文書開示請
求に係る不作為に対す
る審査請求

知
事
　
　

平
成
30
年
４
月
15
日

－ － －

平
成
30
年
８
月
20
日

取
下
げ

教育委員会（人権同和
教育課）が行った公文
書不開示決定に対する
審査請求

教
育
委
員
会

平
成
30
年
５
月
９
日

平
成
30
年
10
月
26
日

平
成
31
年
２
月
13
日

決
定
は
妥
当
で
あ
る

令
和
元
年
５
月
17
日

棄
却
　
　

教育委員会（教育政策
課）が行った公文書不
開示決定に対する審査
請求

教
育
委
員
会

平
成
30
年
７
月
23
日

平
成
30
年
11
月
２
日

平
成
31
年
２
月
13
日

決
定
は
妥
当
で
あ
る

平
成
31
年
３
月
13
日

棄
却
　
　

６　県民情報センターの利用状況
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利用者数
情報相談等 資料閲覧 資料貸出

人　数 人　数 冊　数

3,256 1,343 1,257 173

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）第52条の
規定により、平成30年度における各実施機関の個人情報保護制度の
運用状況を次のとおり公表する。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保有個人情報の開示請求の状況
　⑴　書面による開示請求
　　ア　書面による開示請求の処理状況　　　　　　　　　（件）

請求書
受　付
件　数

決定等
の件数

決　定　等　の　内　訳

開示
部分
開示

不開示 不存在 却下 取下げ

81 91 31 52 ３ ２ ０ ３

　（注１）１件の開示請求につき、当該請求の内容により複数の保
　　　　有個人情報が対象となり、それぞれの保有個人情報につい
　　　　て決定が行われた例があるため、請求書受付件数と決定等
　　　　の件数は一致しない。
　（注２）決定等の内訳の不存在とは、保有個人情報の不存在を理
　　　　由に不開示の決定を行ったものをいう。
　　イ　実施機関別の処理状況　　　　　　　　　　　　　（件）

実施機関
決　定
等　の
件　数

決　定　等　の　内　訳

開

示

部
分
開
示

不
開
示

不
存
在

却

下

取
下
げ

議 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

知

事

総合政策部 ３ ３ ０ ０ ０ ０ ０

総 務 部 ８ ７ ０ ０ １ ０ ０

福祉保健部 11 ４ ４ １ ０ ０ ２

環境森林部 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

商 工 観 光
労 働 部

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

農政水産部 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

県土整備部 １ ０ ０ １ ０ ０ ０

関係部共管 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

会計管理局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

　小　計　 23 14 ４ ２ １ ０ ２

教 育 委 員 会 17 14 １ １ ０ ０ １

選挙管理委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

人 事 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

監 査 委 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

公 安 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

警 察 本 部 長 50 ２ 47 ０ １ ０ ０

労 働 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

収 用 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

海 区 漁 業
調 整 委 員 会

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

内 水 面 漁 場
管 理 委 員 会

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

公営企業管理者 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

病院事業管理者 １ １ ０ ０ ０ ０ ０

地方独立行政法人 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 91 31 52 ３ ２ ０ ３

　⑵　口頭による開示請求（簡易開示）の実施状況（件）

実 施 機 関 該　当
試験数

開　示
件　数

議 　 会 ０ ０

知

事

総合政策部 ０ ０

総 務 部 ７ ２

福祉保健部 ７ 22

環境森林部 ２ 13

商 工 観 光
労 働 部

６ ４

農政水産部 ５ ０

県土整備部 １ ０

関係部�共管 ０ ０
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会計管理局 ０ ０

　小　計　 28 41

教 育 委 員 会 ４ 1,388

選挙管理委員会 ０ ０

人 事 委 員 会 11 213

監 査 委 員 ０ ０

公 安 委 員 会 ０ ０

警 察 本 部 長 ０ ０

労 働 委 員 会 ０ ０

収 用 委 員 会 ０ ０

海 区 漁 業
調 整 委 員 会

０ ０

内 水 面 漁 場
管 理 委 員 会

０ ０

公営企業管理者 ０ ０

病院事業管理者 １ ４

地方独立行政法人 11 ９

合 　 　 　 　 計 55 1,655

　（注）簡易開示については、実施機関があらかじめ口頭により開
　　　示請求をすることができる保有個人情報を定め、告示したも
　　　のが対象となるが、現在において当該保有個人情報は、各実
　　　施機関が実施する採用試験や資格試験などの各種試験の結果
　　　のみである。
２　保有個人情報の訂正請求の状況　　　　　　　
　　該当なし
３　保有個人情報の利用停止請求の状況
　　該当なし
４　審査請求の件数
　　２件
５　審査請求の処理状況

審査請求の案件

実
施
機
関

審
査
請
求
年
月
日

個人情報保護
審　議　会

審査請求
に対する
裁決等

諮
問
年
月
日

答
申
年
月
日

答
申
の
内
容

裁
決
等
年
月
日

裁
決
等
の
内
容

教育委員会（高校教育
課）が行った保有個人

平
成

情報全部開示決定に対
する審査請求

教
育
委
員
会

30
年
７
月
11
日

－ － － － －

教育委員会（高校教育
課）が行った保有個人
情報全部開示決定に対
する審査請求

教
育
委
員
会

平
成
30
年
７
月
11
日

－ － － － －

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、飫肥酒谷土地改良区（日南市）の役員の就任について次のとおり
届出があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
就任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 大　磯　正　治 日南市大字酒谷乙6741−１

理 事 肥田木　哲　郎 日南市大字酒谷乙7352−１

理 事 金　丸　益　三 日南市大字酒谷乙5106−１

理 事 青　山　岩　夫 日南市大字酒谷乙4211−１

理　　事 田　村　忠　義 日南市大字吉野方1024−５

理　　事 中　村　　　勇 日南市大字吉野方9932−２

理　　事 門　川　　　実 日南市大字酒谷乙 632

理　　事 向　高　丈　博 日南市大字酒谷乙 801−１

理 事 末　西　良　嗣 日南市大字吉野方 10847

理 事 山　口　光　彦 日南市大字楠原1948−２

理 事 東　　　昭　良 日南市大字楠原 615−２

監　　事 四　本　克　彦 日南市大字酒谷乙7181−２

監　　事 黒　木　英　則 日南市大字酒谷乙5055

監　　事 山　下　喜　数 日南市大字吉野方9737
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　（任期：令和３年３月31日まで）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、出之山土地改良区（小林市）の役員の就任及び退任について次の
とおり届出があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　就任した役員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、宮崎市生目土地改良区（宮崎市）の役員の就任及び退任について
次のとおり届出があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　就任した役員

監　　事 山　口　新　市 日南市大字楠原1979

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 鳥　越　和　久 小林市南西方1002番地１

理 事 山　本　洋　二 小林市細野 799番地

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 上ノ薗　博　敏 小林市南西方 967番地

理 事 前　原　信　一 小林市細野3104番地

　（任期：令和２年３月31日まで）
２　退任した役員

　（任期：令和３年３月31日まで）
２　退任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 川　野　恒　道 宮崎市大字有田2060番地

理 事 横　山　　　健 宮崎市大字跡江4739番地２

理 事 金　丸　隆　幸 宮崎市大字長嶺 397番地２

理 事 福　嶋　九州男 宮崎市大字有田 134番地５

理　　事 徳　山　一　男 宮崎市大字小松 305番地

理　　事 加　藤　明　実 宮崎市大字跡江1719番地

理　　事 日　髙　富士美 宮崎市大字富吉4746番地２

理　　事 横　山　龍　雄 宮崎市大字富吉2559番地

理 事 長　友　昭　治 宮崎市大字富吉 368番地

理 事 坂　本　哲　朗 宮崎市大字浮田 794番地１

理 事 井　上　靖　則 宮崎市大字浮田2212番地

理 事 德　地　久　実 宮崎市大字細江2318番地３

理　　事 多　田　春　幸 宮崎市大字細江4193番地３

理　　事 宮　田　英　希 宮崎市大字生目4018番地

理　　事 兒　玉　利　雄 宮崎市大字生目 552番地

理　　事 後　藤　幸　一 宮崎市大字長嶺 695番地２

理　　事 谷　口　典　夫 宮崎市大字柏原1102番地

理　　事 岩　切　一　成 宮崎市大字柏原 819番地１

理　　事 德　地　　　豊 宮崎市大字跡江1887番地２

理 事 川　崎　孝　文 宮崎市大字跡江 739番地

監　　事 日　髙　一　光 宮崎市大字富吉5055番地

監 事 横　山　森　雄 宮崎市大字富吉2428番地１

監　　事 湯　地　初　男 宮崎市大字跡江 908番地

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 川　野　恒　道 宮崎市大字有田2060番地

理 事 川　﨑　和　久 宮崎市大字跡江 736番地

理 事 横　山　　　健 宮崎市大字跡江4739番地２

理 事 福　嶋　九州男 宮崎市大字有田 134番地５

理 事 徳　山　一　男 宮崎市大字小松 305番地

理 事 加　藤　明　実 宮崎市大字跡江1719番地

理　　事 日　髙　富士美 宮崎市大字富吉4746番地２

理 事 森　　　　　敏 宮崎市大字富吉 604番地１

理 事 長谷川　增　夫 宮崎市大字富吉2269番地２

理 事 児　玉　秀　樹 宮崎市大字浮田 519番地４

理 事 長　友　　　繁 宮崎市大字浮田1417番地４
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理 事 多　田　春　幸 宮崎市大字細江4193番地３

理 事 髙　橋　秀　則 宮崎市大字細江2492番地１

理　　事 宮　田　英　希 宮崎市大字生目4018番地

理 事 兒　玉　利　雄 宮崎市大字生目 552番地

理　　事 長　友　照　明 宮崎市大字長嶺 218番地

理　　事 後　藤　幸　一 宮崎市大字長嶺 695番地２

理　　事 谷　口　　　稔 宮崎市大字柏原1086番地

理　　事 松　浦　　　透 宮崎市大字柏原 961番地

理　　事 德　地　　　豊 宮崎市大字跡江1887番地２

監 事 日　髙　一　光 宮崎市大字富吉5055番地

監　　事 横　山　森　雄 宮崎市大字富吉2428番地１

監 事 湯　地　初　男 宮崎市大字跡江 908番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、保揚枝原土地改良区（小林市）の役員の就任及び退任について次
のとおり届出があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　就任した役員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、宝光院土地改良区（小林市）の役員の就任及び退任について次の
とおり届出があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　就任した役員

　（任期：令和３年３月31日まで）
２　退任した役員

　（任期：令和３年３月31日まで）
２　退任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 今別府　泰　志 小林市真方5641番地１

理 事 海　蔵　初　明 小林市東方6103番地の62

理 事 大　部　実　男 小林市真方3742番地の３

理 事 鸙　野　弘　行 小林市東方6249番地１

理　　事 今別府　勝　秋 小林市北西方5788番地

理　　事 鸙　野　義　春 小林市東方6259番地２

監　　事 吉　薗　和　文 小林市真方3912番地

監　　事 相　塲　克　幸 小林市真方3898番地６

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 今別府　泰　志 小林市真方5641番地１

理 事 吉　薗　和　文 小林市真方3912番地

理 事 大　部　実　男 小林市真方3742番地の３

理 事 鸙　野　弘　行 小林市東方6249番地１

理 事 今別府　勝　秋 小林市北西方5788番地

理 事 今別府　裕　一 小林市北西方5734番地

監　　事 海　蔵　初　明 小林市東方6103番地の62

監　　事 相　塲　克　幸 小林市真方3898番地６

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 谷　口　和　巳 小林市細野4659番地２

理 事 西　田　達　也 小林市細野3041番地１

理 事 東　園　　　節 小林市細野2861番地２

理 事 内　永　　　悟 小林市細野4445番地１

理　　事 開　尾　　　茂 小林市細野4911番地５

理　　事 徳　永　光　治 小林市細野4567番地10

監　　事 新　竹　　　明 小林市細野1704番地２

監　　事 大牟田　俊　子 小林市細野4007番地

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 谷　口　和　巳 小林市細野4659番地２

理 事 永　山　浩　一 小林市駅前 209
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　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、山中土地改良区（小林市）の役員の就任及び退任について次のと
おり届出があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　就任した役員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、佐土原町土地改良区（宮崎市）の役員の就任及び退任について次
のとおり届出があった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、市谷土地改良区（小林市）の役員の就任及び退任について次のと
おり届出があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　就任した役員

　（任期：令和４年３月31日まで）
２　退任した役員

　（任期：令和４年３月31日まで）
２　退任した役員

理 事 上　谷　幸　公 小林市細野2982番地３

理 事 内　永　　　悟 小林市細野4445番地１

理 事 開　尾　　　茂 小林市細野4911番地５

理 事 押領司　　　浩 小林市細野4059番地

監　　事 谷　山　巳知雄 小林市細野4561番地ロの１

監　　事 新　竹　　　明 小林市細野1704番地２

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 荒　武　辰　夫 小林市細野5489番地

理 事 黒　木　　　薫 小林市細野5434番地１

理 事 坂　口　正　美 小林市細野5247番地

理 事 齋　藤　洋　光 小林市細野1851番地の１

理　　事 堂　籠　哲　生 小林市細野5249番地13

監　　事 吉　留　健　一 小林市細野5600番地の４

監　　事 坂　口　國　人 小林市細野5248番地３

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 荒　武　辰　夫 小林市細野5489番地

理 事 黒　木　　　薫 小林市細野5434番地１

理 事 坂　口　正　美 小林市細野5247番地

理 事 齋　藤　洋　光 小林市細野1851番地の１

理 事 堂　籠　哲　生 小林市細野5249番地13

監　　事 吉　留　健　一 小林市細野5600番地の４

監　　事 坂　口　國　人 小林市細野5248番地３

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 下　村　　　勲 小林市真方2637番地10

理 事 寺　師　友　二 小林市北西方5350番地１

理 事 永　井　広　行 小林市真方4289番地

理 事 下　村　砕　史 小林市真方2979

理　　事 深　瀬　光　夫 小林市真方 373番地

監 事 中　村　義　則 小林市真方3130番地

監　　事 神之薗　　　寿 小林市北西方5295番地14

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 寺　師　友　二 小林市北西方5350番地１

理 事 鸙　野　　　勤 小林市東方6242番地

理 事 西ノ薗　茂　雄 小林市真方3356番地２

理 事 永　井　広　行 小林市真方4289番地

理 事 下　村　　　勲 小林市真方2637番地10

理 事 榎　田　丈　二 小林市真方4419番地

理　　事 深　瀬　光　夫 小林市真方 373番地

理 事 宮　窪　義　和 小林市真方2772番地

監　　事 坂　下　逸　夫 小林市真方4259番地の１

監　　事 殿　所　頴　明 小林市真方4437番地
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　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　就任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 赤　池　克　幸 宮崎市佐土原町東上那珂9597番地

理 事 太　田　武　重 宮崎市佐土原町下那珂3474番地１

理 事 鈴　木　孝　明
宮崎市佐土原町下那珂2964番地ト
の10

理 事 佐　藤　利　巳 宮崎市佐土原町下那珂9116番地

理　　事 三　浦　浩　幸
宮崎市佐土原町下那珂1134番地の
５

理　　事 宇佐見　秀　夫 宮崎市佐土原町下那珂2966番地26

理　　事 郡　司　武　光 宮崎市佐土原町下那珂 11621番地

理　　事 戸　敷　榮　一 宮崎市佐土原町西上那珂4158番地

理 事 廣　常　高　一 宮崎市佐土原町下那珂58番地41

理 事 菅　　　浩　和 宮崎市佐土原町東上那珂5911番地

監 事 河　﨑　康　幸
宮崎市佐土原町東上那珂 11906番
地

監 事 矢　野　政　治 宮崎市佐土原町下那珂2961番地４

監　　事 山　地　修　司 宮崎市佐土原町下那珂1125番地14

　（任期：令和５年３月31日まで）
２　退任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 三　浦　　　修
宮崎市佐土原町東上那珂1539番地
の１

理 事 福　田　　　誠 宮崎市佐土原町下那珂2953番地50

理 事 横　山　重　實
宮崎市佐土原町下那珂 11627番地
４

理 事 押　川　秀　一 宮崎市佐土原町西上那珂1893番地

理 事 岩　切　克　己
宮崎市佐土原町東上那珂 12097番
地

理 事 細　川　俊　二 宮崎市佐土原町下那珂71番地

理　　事 鈴　木　孝　明
宮崎市佐土原町下那珂2964番地ト
の10

理 事 太　田　武　重 宮崎市佐土原町下那珂3474番地１

理 事 矢　野　政　治 宮崎市佐土原町下那珂2961番地４

理 事 佐　藤　利　巳 宮崎市佐土原町下那珂9116番地

監　　事 赤　池　克　幸 宮崎市佐土原町東上那珂9597番地

監 事 三　浦　浩　幸
宮崎市佐土原町下那珂1134番地の
５

監 事 宇佐見　秀　夫 宮崎市佐土原町下那珂2966番地26

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、沖水川筋土地改良区（都城市）の役員の就任及び退任について次
のとおり届出があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　就任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 中　島　信　夫 都城市吉尾町1981番地

理 事 有　川　義　弘 都城市下川東２丁目16－５

理 事 山　下　京　告 都城市祝吉３丁目８－８

理 事 坂　元　茂　雄 都城市下川東２丁目４－15

理　　事 細山田　　　守 都城市郡元町2838番地１

理　　事 中　濱　武　男 都城市神之山町1934番地

理　　事 宮　元　博　巳 都城市郡元４丁目11－５

理　　事 長　瀬　忠　嗣 都城市金田町1925番地２

理 事 正ヶ峯　正　博 都城市金田町1185番地

理 事 平　川　福　男 都城市金田町2471番地１

理 事 堤　　　次　男 都城市金田町2440番地

理 事 吉　永　文　貞 都城市乙房町 483番地

監　　事 日　置　幸　一 都城市下川東４丁目24－４

監　　事 坂　口　　　透 都城市上川東３丁目９－５
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　（任期：令和５年４月15日まで）
２　退任した役員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により
、南郷町土地改良区（日南市）から平成31年３月15日付けで申請の
あった定款の変更を認可した。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により
、市谷土地改良区（小林市）から平成31年４月16日付けで申請のあ
った定款の変更を認可した。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により
、牟田原土地改良区（小林市）から平成31年４月25日付けで申請の
あった定款の変更を認可した。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

監　　事 黒　木　兼　義 都城市乙房町 438番地２

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 中　島　信　夫 都城市吉尾町1981番地

理 事 有　川　義　弘 都城市下川東２丁目16－５

理 事 山　下　京　告 都城市祝吉３丁目８－８

理 事 細山田　　　守 都城市郡元町2838番地１

理 事 森　　　安　美 都城市郡元町2935番地

理 事 宮　元　博　巳 都城市郡元４丁目11－５

理　　事 古　市　忠　二 都城市金田町1053番地

理 事 堤　　　次　男 都城市金田町2440番地

理 事 平　川　福　男 都城市金田町2471番地１

理 事 吉　永　文　貞 都城市乙房町 483番地

理 事 長　倉　澄　男 都城市下川東４丁目18－３

理 事 長　瀬　忠　嗣 都城市金田町1925番地２

監　　事 蒲　生　五　雄 都城市郡元１丁目４－１

監　　事 黒　木　兼　義 都城市乙房町 438番地２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第87条第１項の規定により
、祓川第２地区県営土地改良事業（高原町、畑地帯総合整備事業（
担い手育成型））に係る土地改良事業計画を定めた。
　なお、関係書類を次のとおり縦覧に供する。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　縦覧に供する書類
　　策定に係る土地改良事業計画書の写し
２　縦覧期間
　　令和元年６月20日から令和元年７月19日まで
３　縦覧場所
　　高原町農畜産振興課内　　
４　その他
　　この公告に係る土地改良事業計画（以下「この計画」という。
　）に対して不服があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算
　して15日以内に、宮崎県知事に対して審査請求をすることができ
　る。
　　また、この計画については、上記の審査請求のほか、この計画
　の策定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に
　、宮崎県を被告として（宮崎県知事が被告の代表者となる。）、
　この計画の策定の取消しの訴えを提起することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第14条第１項の規定により、基
本測量の実施について、国土交通省国土地理院長から次のとおり通
知があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類　
　　基本測量（空中写真撮影・オルソ作成）
　　　当該区域の空中写真撮影及び現地画像基準点を実施し、空中
　　写真から標高データ及びオルソ画像を作成する。
２　作業地域
　　宮崎県高千穂町
３　作業期間
　　令和元年７月26日から令和２年３月31日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第
14条第１項の規定により、公共測量の実施について、宮崎市長から
次のとおり通知があった。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類
　　公共測量（基準点測量）
２　作業地域
　　宮崎市佐土原町
３　作業期間
　　令和元年５月21日から令和元年６月28日まで

宮崎県公安委員会告示第61号
　宮崎県遊泳者及びプレジャーボートの事故の防止等に関する条例
（平成４年宮崎県条例第37号）第８条第２項の規定により、次のと

公安委員会告示
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海水浴場等の
名　　　　称

所　　在　　地 指　定　期　間

青島海水浴場 宮崎市青島二丁目 669
番地の１の先

令和元年７月６日から
同　　年９月１日まで

白浜海水浴場 宮崎市大字折生迫1707
番地の先

令和元年７月６日から
同　　年９月１日まで

富土海水浴場 日南市大字富土字金ヶ
脇

令和元年７月７日から
同　　年８月31日まで

大堂津海水浴
場

日南市大堂津　大堂津
海浜

令和元年７月６日から
同　　年８月31日まで

日南市
栄松ビーチ

日南市南郷町中村乙41
78番地１

令和元年７月13日から
同　　年８月31日まで

高鍋海水浴場 高鍋町蚊口浜海岸 令和元年７月12日から
同　　年８月25日まで

おり特別遊泳場を指定する。
　　令和元年６月20日
　　　　　　　　　　宮崎県公安委員会委員長　島　津　久　友
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正　　　　　誤

ページ 段 行 誤 正

１ 右 ９ 保安林の指定施業要
件の変更予定の通知

保安林の指定施業要
件の変更
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